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議案第１１号 

　（総　　　則）

第１条　令和３年度札幌市中央卸売市場事業会計の予算は、次に定めるところによる。 

　（業務の予定量）

第２条　業務の予定量は、次のとおりとする。

ア トン

イ トン

ア

　（収益的収入及び支出）

第３条　収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

　第１款

　　第１項

　　第２項

　第１款 市 場 事 業 費 用

　　第１項

　　第２項

　　第３項

営 業 外 費 用 162,000千円  

予 備 費 5,000千円  

収 入 支 出 差 引 不 足 額 64,000千円  

支 　　　　　 出

2,256,000千円  

営 業 費 用 2,089,000千円  

営 業 外 収 益 572,000千円  

青 果 物 242,298

主 要 な 建 設 改 良 事 業

場 内 設 備 機 器 類 更 新

収 　　　　　 入

市 場 事 業 収 益 2,192,000千円  

営 業 収 益 1,620,000千円  

水 産 物 76,701

令和３年度札幌市中央卸売市場事業会計予算

市 場 取 扱 量

中央卸売市場事業会計
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　（資本的収入及び支出）

第４条　資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支出

額に対し不足する額 620,000千円は、損益勘定留保資金等で補 するものとする。）。

　第１款

　　第１項

　　第２項

　第１款

　　第１項

　　第２項

　　第３項

　（債務負担行為）

第５条　債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額は、次のとおりと定める。

限　度　額

設備 機 器等 保守 管 理 業務

事　項 期　間

46,000千円

62,000千円

74,000千円

118,000千円

令 和 ４ 年 度

令 和 ４ 年 度

令 和 ４ 年 度

庁 舎 等 清 掃

建 設 改 良 費 609,000千円  

企 業 債 償 還 金 1,200,000千円  

予 備 費 5,000千円  

収 入 支 出 差 引 不 足 額 620,000千円  

令 和 ４ 年 度

廃 棄 物 搬 出 業 務

市 場 施 設 管 理 業 務

資 本 的 支 出 1,814,000千円  

出 資 金 594,000千円  

支 　　　　　 出

企 業 債 600,000千円  

収 　　　　　 入

資 本 的 収 入 1,194,000千円  

中央卸売市場事業会計
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　（企　業　債）

第６条　起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。　

 起 債 の 目 的 限　度　額 利　率 償 還 の 方 法

 600,000千円 9.0%以内

　（一時借入金）

第７条　一時借入金の限度額は、1,000,000千円と定める｡

　（予定支出の各項の経費の金額の流用）

第８条　予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。

消費税及び地方消費税に不足が生じた場合

　（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

第９条　次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、

又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければならな

　い。

（収益的支出）

　（他会計からの補助金）

第10条　　

　である。298,380千円である。

 令和３年（2021年）２月17日提出

　札幌市長　秋　元　克　広

中央卸売市場事業助成のため一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、

職 員 給 与 費 195,040千円  

交 際 費 100千円  

起債の日から据置期
間を含め40年以内に、
元利均等その他の方
法により償還する。
ただし、財政上の都
合等により定額以上
を償還し、又は本期
間中に未償還額の範
囲内において借り換
えることができる。

中 央 卸 売 市 場
施 設 整 備 事 業 費

証券発行又は普通
貸借とする。

起 債 の 方 法

中央卸売市場事業会計
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（単位　千円）　

予 定 額

1 2,192,000

1 営 業 収 益 1,620,000

233,434

145,164

2 施設使用料 949,472 売 場 368,878

事 務 所 324,879

関 連 事 業 所 30,842

倉 庫 36,615

空 地 そ の 他 188,258

3 雑 収 益 291,930 電 話 料 68

電 気 料 134,310

賃 貸 料 24,810

雑 入 132,742

2 営業外収益 572,000

1
受 取 利 息
及び配当金

12 預 金 利 息

2 補 助 金 298,380

3
長期前受金
戻 入

251,890

4 雑 収 益 21,718 雑 入 6,978

太陽光発電電力販売料 14,740

　青果物年間取扱額の2.5/1000

青果物売上高割使用料

　水道料その他

業務管理及び取引の指導監督に要する市場管理
費、建設改良に係る企業債利息等に対する一般
会計補助金

長期前受金の収益化

水産物売上高割使用料

令和３年度札幌市中央卸売市場事業会計予算実施計画

収 益 的 収 入 及 び 支 出

収 入

款 項 目 備 考

市場事業収益

1
売 上 高 割
使 用 料

378,598
　水産物年間取扱額の2.5/1000

中央卸売市場事業会計
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（単位　千円）　

予 定 額

1 市場事業費用 2,256,000

1 営 業 費 用 2,089,000

1 市場管理費 1,123,543 業務管理及び取引の指導監督に要する経費を計上

　人　件　費 243,040

    給      料 22人 95,428

　　手  当  等 67,128

　　賞与引当金繰入額 13,927

　　退職給付費 6,260

　　法定福利費 41,244

      共済負担金その他

　　厚生福利費 496

　　報　　  酬 18,557

　経　　　費 880,503

　　備消耗品費 7,615

255,150

　　修　繕　費 35,365

　　委  託　料 333,554

　　　建物総合管理委託料その他

　　太陽光発電保守管理費 490

　　負担金及び分担金 98,256

　　　市場協会その他

　　借料及び損料 83,652

　　交  際  費 100

    印刷製本費その他 66,321

2 減価償却費 965,457

2 営業外費用 162,000

企 業 債 利 息 132,872

一時借入金利息等 200

2
消費税及び
地方消費税

27,928

3 雑 支 出 1,000

3 予 備 費 5,000

1 予 備 費 5,000
予算外及び予算超過の支出に充当するための予備
費を計上

固定資産減価償却費を計上

1
支 払 利 息
及び企業債
取 扱 諸 費

133,072

支 出

款 項 目 備 考

光 熱 水 費

中央卸売市場事業会計
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（単位　千円）　

予 定 額

1 資本的収入 1,194,000

1 企 業 債 600,000

1 企 業 債 600,000

2 出 資 金 594,000

1
一 般 会 計
出 資 金

594,000

（単位　千円）　

予 定 額

1 資本的支出 1,814,000

1 建設改良費 609,000

市場施設整備に係る経費を計上

　場内設備機器類更新 584,266

　その他建設改良工事等 18,329

2
リース債務
支 払 額

6,405

2 企業債償還金 1,200,000

1 元金償還金 1,200,000

3 予 備 費 5,000

1 予 備 費 5,000
予算外及び予算超過の支出に充当するための予
備費を計上

1
中 央 卸 売
市 場 施 設
整備事業費

602,595

地下水浄水処理システム等

建設改良費に充当する企業債

経営基盤強化のための出資金

支 出

款 項 目 備 考

資 本 的 収 入 及 び 支 出

収 入

款 項 目 備 考

中央卸売市場事業会計
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 (単位　円)

１ 業務活動によるキャッシュ・フロー

△ 108,403,000

　 965,457,000

　 6,260,000

　 18,000

△ 251,890,000

△ 12,000

　 133,072,000

△ 1,464,374

　 12,340,447

　 755,378,073

　 12,000

△ 133,072,000

　 622,318,073

２ 投資活動によるキャッシュ・フロー

△ 563,192,000

△ 563,192,000

３ 財務活動によるキャッシュ・フロー

　 1,000,000,000

△ 1,000,000,000

　 600,000,000

△ 1,200,000,000

　 594,000,000

△ 6,405,000

△ 12,405,000

　 46,721,073

　 989,585,751

　 1,036,306,824

財務活動によるキャッシュ・フロー

資金期首残高

資金期末残高

資金増加額

リース債務の支払による支出

投資活動によるキャッシュ・フロー

一時借入れによる収入

一時借入金の返済による支出

建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出

一般会計からの出資による収入

有形固定資産の取得による支出

小計

利息及び配当金の受取額

利息の支払額

業務活動によるキャッシュ・フロー

未払金の増加額

未収金の増加額

減価償却費

退職給付引当金の増加額

賞与引当金の増加額

長期前受金戻入額

受取利息及び受取配当金

支払利息

当年度純損失

令和３年度札幌市中央卸売市場事業予定キャッシュ・フロー計算書

（令和３年４月１日から令和４年３月31日まで）

中央卸売市場事業会計
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（単位　円）

1

 (1) 344,180,000

 (2) 863,393,000

 (3) 267,673,000 1,475,246,000

2

 (1) 1,049,811,000

 (2) 965,457,000 2,015,268,000

540,022,000

3

 (1) 12,000

 (2) 298,380,000

 (3) 251,890,000

 (4) 19,863,000 570,145,000

4

 (1) 133,072,000

 (2) 909,000 133,981,000 436,164,000

5

 (1) 4,545,000 4,545,000 4,545,000

108,403,000

108,403,000

4,654,599,990

　　第３項 4,763,002,990

当 年 度 純 損 失

前 年度 繰越 欠 損金

当年度未処理欠損金

補 助 金

長期前受金戻入

雑 収 益

営 業 外 費 用

支 払 利 息 及 び
企業債取扱諸費

雑 支 出

予 備 費

予 備 費

経 常 損 失

受 取 利 息 及 び
配 当 金

令和３年度札幌市中央卸売市場事業予定損益計算書

（令和３年４月１日から令和４年３月31日まで）

営 業 収 益

売上高割使用料

施 設 使 用 料

雑 収 益

営 業 費 用

市 場 管 理 費

減 価 償 却 費

営 業 損 失

営 業 外 収 益

中央卸売市場事業会計
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（単位　円）

1

 (1)

イ 5,799,219,073

ロ 34,641,283,072

△ 20,483,235,066 14,158,048,006

ハ 452,654,201

△ 331,127,403 121,526,798

ニ 936,140,478

△ 534,697,252 401,443,226

ホ 3,550,000

△ 3,014,100 535,900

ヘ 1,957,948,011

△ 1,812,567,043 145,380,968

ト 53,793,348

△ 38,732,405 15,060,943

20,641,214,914

 (2)

イ 577,800

ロ 36,540

614,340

 (3)

イ 3,000,000

ロ 22,264,000

25,264,000

20,667,093,254

工具、器具及び備品

減価償却累計額

リ ー ス 資 産

有形固定資産合計

無 形 固 定 資 産

電 話 加 入 権

商 標 権

無形固定資産合計

投 資 そ の 他 の 資 産

出 資 金

そ の 他 投 資

投資その他の資産合計

固 定 資 産 合 計

土 地

令和３年度札幌市中央卸売市場事業予定貸借対照表

（令和４年３月31日）

資　 　産　 　の　 　部

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

減価償却累計額

建 物

減価償却累計額

構 築 物

減価償却累計額

機 械 及 び 装 置

減価償却累計額

車 両 運 搬 具

減価償却累計額

中央卸売市場事業会計
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2

 (1) 979,134,347

 (2) 57,172,477

 (3) 56,416,016

1,092,722,840

21,759,816,094

3

 (1) 7,290,652,316

 (2) 717,778

 (3) 139,522,160

7,430,892,254

4

 (1) 1,180,706,579

 (2) 5,261,212

 (3) 88,580,971

 (4) 1,580,477

 (5) 55,592,000

 (6) 16,698,000

1,348,419,239流 動 負 債 合 計

固 定 負 債 合 計

流 動 負 債

企 業 債

リ ー ス 債 務

未 払 金

預 り 金

保 証 金

引 当 金

引 当 金

特 定 預 金

未 収 金

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計

負　 　債 　　の 　　部

固 定 負 債

企 業 債

リ ー ス 債 務

預 金

流 動 資 産

中央卸売市場事業会計
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5

 (1)

イ 7,267,923,770

△ 4,608,191,887 2,659,731,883

ロ 2,653,714,913

△ 1,474,748,067 1,178,966,846

ハ 208,167,064

△ 147,418,792 60,748,272

ニ 477,388,000

△ 213,642,444 263,745,556

4,163,192,557

4,163,192,557

12,942,504,050

6 13,576,540,163

7

 (1)

イ 3,774,871

3,774,871

 (2)

4,763,002,990

△ 4,763,002,990

△ 4,759,228,119

8,817,312,044

21,759,816,094

利 益 剰 余金 合 計

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

資 本 剰 余金 合計

利 益 剰 余 金

イ 当年度未処理欠損金

負 債 合 計

資　 　本　 　の　 　部

資 本 金

剰 余 金

資 本 剰 余 金

国 庫 補 助 金

繰 延 収 益 合 計

繰 延 収 益

長 期 前 受 金

国 庫 補 助 金

収 益 化 累 計 額

道 補 助 金

収 益 化 累 計 額

一 般 会 計 補 助 金

収 益 化 累 計 額

受 贈 財 産 評 価 額

収 益 化 累 計 額

長 期 前 受金 合計

中央卸売市場事業会計
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　注記

１　重要な会計方針に係る事項に関する注記

　固定資産の減価償却の方法

 　　　　イ　有形固定資産（リース資産を除く。）

 　　　　　(ｲ)　減価償却の方法

 　　　　　 　　定額法

 　　　　　(ﾛ)　主な耐用年数

 　　　　ロ　無形固定資産（リース資産を除く。）

 　　　　　(ｲ)　減価償却の方法

 　　　　　 　　定額法

 　　　　　(ﾛ)　主な耐用年数

 　　　　　 　　商標権　　　　　　　10年

 　　　　ハ　リース資産

 　　　　　(ｲ)　所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

 　　　　　   　自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用している。

　引当金の計上方法

 　　　　イ　退職給付引当金

 　　　　　　職員への退職手当の支給に備えるため、当事業年度末における退職手当の要支給額に

 　　　　　相当する額のうち、一般会計が負担すると見込まれる額59,795,211円を除く額を計上し

 　　　　　ている。

 　　　　ロ　賞与引当金

 　　　　　　職員への期末手当及び勤勉手当の支給並びに関係する法定福利費の支出に備えるため、

 　　　　　当事業年度末におけるこれらの支給見込額に基づき、当事業年度の負担に属する額を計

 　　　　　上している。

　その他会計に関する書類の作成のための基本となる重要な事項

 　　　　　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式により行っている。

 工具、器具及び備品 ３～20

 機械及び装置 ８～17

 車両運搬具 ５

 構築物 ３～45

固定資産 耐用年数（年）

 建物 ３～45

中央卸売市場事業会計
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２　予定キャッシュ・フロー計算書等に関する注記

 　　　 なし。

３　予定貸借対照表等に関する注記

　　企業債の償還に係る他会計の負担

　　　　貸借対照表に計上されている企業債（１年以内に償還予定のものを含む。）の償還に要す

 　　 る資金のうち、一般会計が負担すると見込まれる額は、4,235,679,447円である。

４　セグメント情報に関する注記

 　　　 中央卸売市場事業の単一セグメントである。

５　減損損失に関する注記

 　　　 なし。

６　リース契約により使用する固定資産に関する注記

　リース取引の処理方法

　　　　　　所有権移転ファイナンス・リース取引については、通常の売買取引に係る方法に準じ

 　　　　 て会計処理を行っている。

　　　　　　所有権移転外ファイナンス・リース取引については、地方公営企業法施行規則第55条

 　　 　　第１号を適用し、通常の賃貸借契約に係る方法に準じて会計処理を行っている。

　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る当事業年度の末日における未経過リース

　 　　　料相当額

７　その他の注記

　　　　なし。

合計 39,949,200円

令和４年度 13,316,400円

令和５年度以降 26,632,800円

支払時期 未経過リース料相当額
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（単位　円）

1

 (1) 349,718,000

 (2) 834,187,000

 (3) 259,431,000 1,443,336,000

2

 (1) 1,099,694,000

 (2) 956,938,000 2,056,632,000

613,296,000

3

 (1) 60,000

 (2) 320,322,000

 (3) 249,980,000

 (4) 19,787,000 590,149,000

4

 (1) 153,700,000

 (2) 11,091,000 164,791,000 425,358,000

5

 (1) 4,545,000 4,545,000 4,545,000

192,483,000

192,483,000

4,462,116,990

　　第３項 4,654,599,990

当 年 度 純 損 失

前 年度 繰越 欠 損金

当年度未処理欠損金

補 助 金

長期前受金戻入

雑 収 益

営 業 外 費 用

支 払 利 息 及 び
企業債取扱諸費

雑 支 出

予 備 費

予 備 費

経 常 損 失

受 取 利 息 及 び
配 当 金

令和２年度札幌市中央卸売市場事業予定損益計算書

（令和２年４月１日から令和３年３月31日まで）

営 業 収 益

売上高割使用料

施 設 使 用 料

雑 収 益

営 業 費 用

市 場 管 理 費

減 価 償 却 費

営 業 損 失

営 業 外 収 益

中央卸売市場事業会計
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（単位　円）

1

 (1)

イ 5,799,219,073

ロ 34,078,091,072

△ 19,604,269,066 14,473,822,006

ハ 452,654,201

△ 318,780,403 133,873,798

ニ 936,140,478

△ 497,814,252 438,326,226

ホ 3,550,000

△ 2,733,100 816,900

ヘ 1,957,948,011

△ 1,780,442,043 177,505,968

ト 53,793,348

△ 33,890,405 19,902,943

21,043,466,914

 (2)

イ 577,800

ロ 49,540

627,340

 (3)

イ 3,000,000

ロ 22,264,000

25,264,000

21,069,358,254

有形固定資産合計

無 形 固 定 資 産

電 話 加 入 権

商 標 権

無形固定資産合計

投 資 そ の 他 の 資 産

出 資 金

そ の 他 投 資

投資その他の資産合計

固 定 資 産 合 計

減価償却累計額

建 物

減価償却累計額

構 築 物

減価償却累計額

機 械 及 び 装 置

減価償却累計額

車 両 運 搬 具

減価償却累計額

工具、器具及び備品

減価償却累計額

リ ー ス 資 産

土 地

令和２年度札幌市中央卸売市場事業予定貸借対照表

（令和３年３月31日）

資　 　産　 　の　 　部

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

中央卸売市場事業会計
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2

 (1) 932,413,274

 (2) 57,172,477

 (3) 54,951,642

1,044,537,393

22,113,895,647

3

 (1) 7,871,652,316

 (2) 6,728,913

 (3) 133,262,160

8,011,643,389

4

 (1) 1,199,706,579

 (2) 5,655,077

 (3) 76,240,524

 (4) 1,580,477

 (5) 55,592,000

 (6) 16,680,000

1,355,454,657流 動 負 債 合 計

固 定 負 債 合 計

流 動 負 債

企 業 債

リ ー ス 債 務

未 払 金

預 り 金

保 証 金

引 当 金

引 当 金

特 定 預 金

未 収 金

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計

負　 　債 　　の 　　部

固 定 負 債

企 業 債

リ ー ス 債 務

預 金

流 動 資 産

中央卸売市場事業会計
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5

 (1)

イ 7,267,923,770

△ 4,481,826,887 2,786,096,883

ロ 2,653,714,913

△ 1,376,122,067 1,277,592,846

ハ 208,167,064

△ 144,171,792 63,995,272

ニ 477,388,000

△ 189,990,444 287,397,556

4,415,082,557

4,415,082,557

13,782,180,603

6 12,982,540,163

7

 (1)

イ 3,774,871

3,774,871

 (2)

4,654,599,990

△ 4,654,599,990

△ 4,650,825,119

8,331,715,044

22,113,895,647

負 債 合 計

資　 　本　 　の　 　部

資 本 金

利 益 剰 余金 合計

資 本 剰 余 金

国 庫 補 助 金

剰 余 金

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

資 本 剰 余金 合計

利 益 剰 余 金

イ 当年度未処理欠損金

繰 延 収 益 合 計

繰 延 収 益

長 期 前 受 金

国 庫 補 助 金

収 益 化 累 計 額

道 補 助 金

収 益 化 累 計 額

一 般 会 計 補 助 金

収 益 化 累 計 額

受 贈 財 産 評 価 額

収 益 化 累 計 額

長 期 前 受金 合計

中央卸売市場事業会計
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　注記

１　重要な会計方針に係る事項に関する注記

　固定資産の減価償却の方法

 　　　　イ　有形固定資産（リース資産を除く。）

 　　　　　(ｲ)　減価償却の方法

 　　　　　 　　定額法

 　　　　　(ﾛ)　主な耐用年数

 　　　　ロ　無形固定資産（リース資産を除く。）

 　　　　　(ｲ)　減価償却の方法

 　　　　　 　　定額法

 　　　　　(ﾛ)　主な耐用年数

 　　　　　 　　商標権　　　　　　　10年

 　　　　ハ　リース資産

 　　　　　(ｲ)　所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

 　　　　　   　自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用している。

　引当金の計上方法

 　　　　イ　退職給付引当金

 　　　　　　職員への退職手当の支給に備えるため、当事業年度末における退職手当の要支給額に

 　　　　　相当する額のうち、一般会計が負担すると見込まれる額57,112,354円を除く額を計上し

 　　　　　ている。

 　　　　ロ　賞与引当金

 　　　　　　職員への期末手当及び勤勉手当の支給並びに関係する法定福利費の支出に備えるため、

 　　　　　当事業年度末におけるこれらの支給見込額に基づき、当事業年度の負担に属する額を計

 　　　　　上している。

　その他会計に関する書類の作成のための基本となる重要な事項

 　　　　　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式により行っている。

 構築物 ３～45

固定資産 耐用年数（年）

 建物 ３～45

 機械及び装置 ８～17

 車両運搬具 ５

 工具、器具及び備品 ３～20

中央卸売市場事業会計
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２　予定貸借対照表等に関する注記

　　企業債の償還に係る他会計の負担

　　　　貸借対照表に計上されている企業債（１年以内に償還予定のものを含む。）の償還に要す

 　　 る資金のうち、一般会計が負担すると見込まれる額は、4,535,649,447円である。

３　セグメント情報に関する注記

 　　　 中央卸売市場事業の単一セグメントである。

４　減損損失に関する注記

 　　　 なし。

５　リース契約により使用する固定資産に関する注記

　リース取引の処理方法

　　　　　　所有権移転ファイナンス・リース取引については、通常の売買取引に係る方法に準じ

 　　　　 て会計処理を行っている。

　　　　　　所有権移転外ファイナンス・リース取引については、地方公営企業法施行規則第55条

 　　 　　第１号を適用し、通常の賃貸借契約に係る方法に準じて会計処理を行っている。

　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る当事業年度の末日における未経過リース

　 　　　料相当額

６　その他の注記

　　　　なし。

令和４年度以降 39,949,200円

合計 53,265,600円

令和３年度 13,316,400円

支払時期 未経過リース料相当額

中央卸売市場事業会計
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 　 1　総　　　括

     (1)　全職員

法定福利費 合　　計

報　　酬 給　　料 手　　当 計

千円 千円 千円 千円 千円 千円

18,557 98,428 83,386 200,371 42,546 242,917

区 分 地 域 手 当 管 理 職 手 当 寒 冷 地 手 当 期 末 手 当 勤 勉 手 当 通 勤 手 当

本 年 度 3,303 4,310 1,970 26,843 18,786 2,329

前 年 度 3,380 3,590 1,960 26,299 19,139 2,914

比 較 77  △       720 10 544 353  △      585  △      

区 分
休 日 勤 務
手 当

住 居 手 当 児 童 手 当
管 理 職 員
特別勤務手当

本 年 度 1,125 1,430 1,760 160

前 年 度 908 1,360 1,556 160

比 較 217 70 204 0 

     (2)　会計年度任用職員以外の職員

法定福利費 合　　計

報　　酬 給　　料 手　　当 計

千円 千円 千円 千円 千円 千円

1,650 94,768 79,473 175,891 38,700 214,591

区 分 地 域 手 当 管 理 職 手 当 寒 冷 地 手 当 期 末 手 当 勤 勉 手 当 通 勤 手 当

本 年 度 3,193 4,310 1,970 23,649 18,786 2,155

前 年 度 3,270 3,590 1,960 23,756 19,139 2,250

比 較 77  △       720 10 107  △      353  △      95  △       

区 分
休 日 勤 務
手 当

住 居 手 当 児 童 手 当
管 理 職 員
特別勤務手当

本 年 度 690 1,430 1,760 160

前 年 度 870 1,360 1,556 160

比 較 180  △      70 204 0 

給　与　費　明　細　書

区　　　分 職　 員 　数
給 与 費

本　年　度 -

前　年　度 - 85,139 201,069 42,580 243,649

人

17,040 98,890

698  △      34  △       732  △      

手

当

の

内

訳
（

千
円
）

扶 養 手 当

3,560

3,290

270 

時 間 外 勤 務
手 当

17,810

比　　　較 - 1,517 462  △      1,753  △    

38,975 216,946

1,743  △    2,080  △    275  △      2,355  △    

81,216 177,971

20,583

2,773  △     

職　 員 　数

手

当

の

内

訳
（

千
円
）

扶 養 手 当

3,560

3,290

270 

時 間 外 勤 務
手 当

17,810

20,015

2,205  △     

区　　　分

人

本　年　度 23

75 412  △      

給 与 費

比　　　較 1

1,575 95,180前　年　度 22
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     (3)　会計年度任用職員

報　　酬 計

千円 千円 千円 千円 千円

16,907 24,480 28,326

期 末 手 当
休 日 勤 務
手 当

3,194 435

2,543 38

651 397 

 　 2　給料等及び手当の増減額の明細

     (1)　全職員

     (2)　会計年度任用職員以外の職員

人 千円

本　年　度 - 3,660 3,913 3,846

区　　　分
給　　料 手　　当

給 与 費
法定福利費職　 員 　数

568  △      

区　分 増減額 増　 減 　事 　由　 別 　内 　訳 説　　　明

23,098 3,605

比　　　較 - 1,442 50  △       10  △       1,382 

前　年　度 - 15,465 3,710 3,923

241 

0 
千円

手
当
の
内
訳
（

千
円
）

区 分 地 域 手 当 通 勤 手 当
時 間外 勤務
手 当

本 年 度 110 174 0

前 年 度 110 664 568

比 較 0 490  △      

337  △       給与改定に伴う増減分 0 

備　　考

千円

 その他の増減分 753 　新陳代謝等に係る増減分

 昇給に伴う増加分 302 

給 料 等 1,055  給与改定に伴う増減分

 その他の増減分 1,359  △    　新陳代謝等に係る増減分

 昇給に伴う増加分 302 

千円 千円

給 料 等

 制度改正に伴う増減分 394  △      
　勤末手当支給率の引下げに
伴う減分

区　分 増減額 増　 減 　事 　由　 別 　内 　訳 説　　　明 備　　考

合　　計

26,703

1,623 

 その他の増減分 1,349  △    　新陳代謝等に係る増減分

手　当 1,743  △     制度改正に伴う増減分 394  △      
　期末手当支給率の引下げに
伴う減分

 その他の増減分 639  △      　新陳代謝等に係る増減分

手　当 1,753  △    
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     (3)　会計年度任用職員

区　分 増減額 備　　考

千円

給 料 等 1,392 

手　当 10  △      

 　 3　給料及び手当の状況

     (1)　職員１人当たり給与

円

円

歳

45

円

円

歳

47

     (2)　初　　任　　給

円

 総合職 186,700

-

150,600

国　の　制　度

一 般 行 政 職
一 般 行 政 職

150,000

平 均 給 料 月 額

平 均 給 与 月 額

大　　 学　 　卒

短　 　大　　 卒

高　　 校　　 卒

円

182,700

164,900

区　　 　　　 分

令和２年１月１日現在

増　 減 　事 　由　 別 　内 　訳

千円

 給与改定に伴う増減分 0 

説　　　明

 その他の増減分 1,392 

 制度改正に伴う増減分 0 

　時間外勤務等の増加に伴
う増分

 その他の増減分 10  △        

令和３年１月１日現在

328,859

377,919

　通勤手当の減少に伴う減
分

区　　　　　　 　　　　　　　分 一 般 行 政 職

平 均 給 料 月 額

平 均 給 与 月 額

平 均 年 齢

343,186

390,121

平 均 年 齢
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     (3)　級別職員数

９　　　 級

 局長及び部長
 の職務

４　　　 級

 係長及び主任
 の職務

 ９        級

 ６        級

区　　　　　     　     　分

令和３年１月１日
現 在

 10        級

 ８        級

 ７        級

 ３        級

 ２        級

6

3

 ５        級

 ４        級

5

2

 １        級

 ９        級

計

 10        級

3

22

0

 ６        級

 ５        級

1

5

 ８        級

 ７        級

1

1

 ２        級

 １        級

1

2

 ４        級

 ３        級

4

7

計

級 別 の 標 準
的 な 職 務 内 容

10　　　 級 ８　　　 級 ７　　　 級

令和２年１月１日
現 在

係長の職務 主任の職務 係員の職務

局長の職務 部長の職務 課長の職務

５　　　 級 ３　　　 級 ２　　　 級

0

31.9

4.5

9.1

100.0

職　員　数
人

0

1

0

0

2

4.5

4.5

4.5

22.8

18.2

13.6

13.6

100.0

0.0

0.0

６　　　 級

課長の職務

１　　　 級

係員の職務

一 般 行 政 職

構　成　比
％

22

0.0

4.5

0.0

0.0

9.1

22.8

9.1

27.3
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     (4)  昇給

（Ａ） 23 人

（Ｂ） 18 人

３号俸 1 人

11 人

６号俸 4 人

2 人

（Ｂ） ／（Ａ） 78.3 ％

（Ａ） 22 人

（Ｂ） 17 人

３号俸 1 人

10 人

６号俸 4 人

2 人

（Ｂ） ／（Ａ） 77.3 ％

注　前年度には令和３年１月に実施した昇給の実績を記載している。

     (5)  期末手当・勤勉手当

(1.175) (1.175)
2.225 2.225

(1.175) (1.175)
2.25 2.2

(1.175) (1.175)
2.225 2.225

注　（　）内は、再任用職員の支給率である。

有

有

号 俸 数 別 内 訳

号 俸 数 別 内 訳

４号俸

８号俸

４号俸

８号俸

札
幌
市

支給率計
（月分）

備                  考

国 の 制 度

(2.35)
4.45

国

給料、扶養手当及び地域手当

俸給、扶養手当及び地域手当

有

区　　分

支 給 期 別 支 給 率

６月（月分）12月（月分）

職制上の段
階、職務の
級等による
加算措置あ

（算定の基礎となる給与）

(2.35)
4.45

(2.35)
4.45

本 　年 　度

前 　年 　度

区　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　分

前

年

度

職 員 数

昇 給 に 係 る 職 員 数

比 率

人　　　　　員

本

年

度

職 員 数

昇 給 に 係 る 職 員 数

比 率
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     (6)  定年退職及び早期退職に係る退職手当

20年勤続の者 35年勤続の者
（月分） （月分）

     (7)  その他の手当

区　　　分

子は　　　　10,000円

子以外の扶養親族は

１人につき　 6,500円

（室長級は 3,500円、課長

級は不支給）

子は年齢により 5,000円を

加算

職員が自ら居住する借家・

借間については、月額

16,000円を超える家賃を支

払っている場合、家賃の額

に応じて28,000円を限度に

支給

単身赴任手当受給職員の配

偶者等が居住する借家・借

間については、職員が自ら

居住する場合の支給額の

1/2に相当する額(100円未

満切捨て)を支給

交通機関を利用する場合及

び交通機関と交通用具を併

用する場合は運賃等に応じ

て、１月当たり55,000円を

限度に支給

交通用具を使用する場合は

使用距離に応じて31,600円

を限度に支給

通 勤 手 当 異　　　な　　　る

札

幌

市

居住する場合の支給額の

1/2に相当する額(100円未

満切捨て)を支給

国

交通機関を利用する場合及

び交通機関と交通用具を併

用する場合は運賃等に応じ

て、１月当たり55,000円を

限度に支給

交通用具を使用する場合は

使用距離に応じて32,000円

を限度に支給（一定の身体

に障がいがある職員及び一

定の通勤が不便である公署

に勤務する職員については

距離に応じ 3,000円を限度

に加算措置あり）

国 支給率　　　　　　３％

住 居 手 当 異　　　な　　　る

札

幌

市

国

職員が自ら居住する借家・

借間については、月額

11,000円を超える家賃を支

払っている場合、家賃の額

に応じて27,000円を限度に

支給

単身赴任手当受給職員の配

偶者等が居住する借家・借

間については、職員が自ら

地 域 手 当 同              じ
札
幌
市

支給率　　　　　　３％

_ 区 分 _
25年勤続の者 最 高 限 度

（月分） （月分）
その他の加算措置等

支給率等 24.586875 33.27075 47.709 47.709

国の制度
（支給率等）

24.586875 33.27075 47.709 47.709

定年前早期退職特例措置
（２～45％加算）

定年前早期退職特例措置
（２～45％加算）

国の制度との異同 差 異 の 内 容

扶 養 手 当 異　　　な　　　る

札

幌

市

国

子は 　　 　 11,000円

子以外の扶養親族は

１人につき　 7,000円

子は年齢により6,000円を

加算
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676,000 ― ― 3～7 676,000 676,000

庁 舎 等 清 掃 46,000 ― ― 4 46,000 46,000

市 場 施 設 管 理 業 務 62,000 ― ― 4 62,000 62,000

廃 棄 物 搬 出 業 務 74,000 ― ― 4 74,000 74,000

設備機器等保守管理業務 118,000 ― ― 4 118,000 118,000

千円千円 年度 千円 年度 千円

債務負担行為に関する調書

事 項 限　度　額

２年度末までの支払義務 ３年度以降の支払義務
左 の 財 源 内 訳

発 生 （ 見 込 ） 額 発 生 予 定 額

期　間 金　額 期　間 金　額 営 業 収 益 等

建 物 総 合 管 理
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（参考資料）

(単位　千円）

項　　　　目 金　　　　額 項　 　　　目 金　　　　額

営 業 収 益 1,620,000 営 業 費 用 2,089,000

営 業 外 収 益 572,000 営 業 外 費 用 162,000

予 備 費 5,000

小 計 2,192,000 小 計 2,256,000 △ 64,000

2,192,000 計 2,256,000 △ 64,000

企 業 債 600,000 建 設 改 良 費 609,000

出 資 金 594,000 企 業 債 償 還 金 1,200,000

予 備 費 5,000

計 1,194,000 計 1,814,000 △ 620,000

720,221 720,221

4,106,221 合 計 4,070,000 36,221

888,789 888,789

4,995,010 総 計 4,070,000 925,010

合　　　　　　　　　計

過 年 度 分 内 部 留 保 資 金

総 計

令和３年度札幌市中央卸売市場事業会計予算総括表

区　　　分
収　　　　　　　　　　　入 支　　　　　　　　　　　出

収 入 支 出 差 引

収

益

的

収

入

及

び

支

出

経

常

収

支

当

年

度

分

収

入

及

び

支

出

計

資

本

的

収

入

及

び

支

出

当 年 度 分 損 益
勘 定 留 保 資 金 等
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（参考資料）

３ 年 度 ２ 年 度
（予　定） （決算見込）

トン トン トン ％

76,701 71,876 4,825 6.7

青 果 物 242,298 236,077  6,221  2.6

計 318,999 307,953  11,046  3.6

千円 千円 千円 ％

91,676,000 81,923,927 9,752,073 11.9

青 果 物 57,010,000 55,482,420  1,527,580  2.8

計 148,686,000 137,406,347  11,279,653  8.2

取

扱

額

水 産 物   

令和３年度札幌市中央卸売市場事業業務量

           年　　度

項　　目

比 較

増 減 △ 増 減 △ 率

取

扱

量

水 産 物   
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